
軽油高騰対策の推進について

平成２５年３月２７日

トラック輸送適正取引推進パートナーシップ会議

国土交通省自動車局貨物課
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軽油・ガソリン価格の推移
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軽油（スタンド）

軽油（ローリー）

ガソリン

※軽油価格は全ト協調査価格（消費税抜）。価格は各月の平均値。
※ガソリン価格は平成23年3月以前は、石油情報センター調査価格（消費税込）。価格は毎月１０日調査価格。

平成23年4月以降は、総務省統計局調査価格（消費税込）の81都市平均値。価格は、毎月12日を含む週の水曜日、木曜日又は金曜日のいずれか1日の調査価格。
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軽油価格高騰に関する主な対応について

H20.3.  4 「軽油価格高騰に対処するためのトラック運送業に対する緊急措置」の策定・公表 （国土交通省、公正取引委員会）

・トラック運送業における燃料サーチャージ制の導入や独禁法等取締の強化等を促進することを両省で決定及び公表。

H20.3.14 「トラック運送業における燃料サーチャージ緊急ガイドライン」の策定・発出

・相談窓口を自動車局、すべての運輸支局等に設置

・全国の地方トラック協会・支部に対し、延べ２４２回の説明会を開催

H20.3～12 燃料サーチャージ制度の導入等について中央・地方経済団体に協力要請

・相談窓口を自動車局、すべての運輸支局等に設置

・全国の地方トラック協会・支部に対し、延べ２４２回の説明会を開催

H20.5.28    「トラック輸送適正取引推進パートナーシップ会議」を設置

・学識経験者、荷主企業、トラック運送業者、行政等をメンバーとする「トラック輸送適正取引推進パートナーシップ会議」を国交省におい

て設置・開催。

・地方運輸局及び運輸支局においても随時開催。

H24.5.15    「燃料価格高騰による経営危機突破全国一斉行動」実施（全日本トラック協会、日本バス協会等）

・上記統一行動の後、国交省、経産省に要望書提出。

H24.5.16    「燃料サーチャージ緊急ガイドライン」の改訂

・「燃料サーチャージ緊急ガイドライン」に具体的なサーチャージの設定事例等を追記して発出

H24.5.16    「燃料サーチャージ緊急ガイドライン」並びに「下請・荷主適正取引推進ガイ ドライン」 及び適正取引相談窓口の再

周知

H24.5～6   燃料サーチャージ制度の導入等について中央・地方経済団体に協力要請

・燃料サーチャージ制の導入及び適正取引の推進への協力要請

H24.6以降 各都道府県での説明会の開催 及び地方運輸局・支局等へ設置されている適正取引相談窓口による助言

・国交省及び全日本トラック協会等と共催の下、各都道府県毎でのトラック事業者向け「燃料サーチャージ導入促進セミナー」を実施。

最近の国土交通省の取組み及び経緯
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燃料サーチャージ制運賃届出状況
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軽油価格の高騰と運賃転嫁に関する調査概要

１．運賃転嫁の状況

２．交渉できない原因

※全日本トラック協会（平成２５年３月：５９２社調査結果）

※国土交通省調査
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